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　2025 年現在、生成 AI（Generative AI）は、かつて

の一時的なブームという位置付けを脱し、社会の基盤技

術の一つとして急速にその存在感を強めている。近年で

は、大規模言語モデル（LLM）を中心とした生成 AI の

実用化と高度化が、産業界や学術界を問わずさまざまな

分野で進展している。これに伴い、従来は人手による作

業が不可欠であった知的業務の自動化・効率化が現実の

ものとなりつつあり、特許調査分野もその例外ではない。

　今後も生成 AI 技術の飛躍的な進化と社会実装の加速

が見込まれる一方で、AI によるアウトプットの品質保

証や、情報の真正性、さらには個人情報・機密情報の適

切な取り扱いといったリスク管理、倫理的・法的配慮も

一層重要な課題として認識されている。特許調査支援に

おいても、AI の高度な活用と同時に、これらのリスク

や課題への対応が不可欠である。

　本稿では、生成 AI の進化が特許調査支援業務にもた

らす変化と可能性、さらには今後の展望と課題について、

最新の技術動向や実例を交えつつ論じる。

　2025 年現在、生成 AI は主に大規模言語モデル

（Large Language Models：LLM）およびマルチモー

ダルモデル（言語・画像・音声等を統合処理するモデル）

を中心に急速な技術革新が進展している。以下、主要な

技術的動向について概説する。

　この技術的動向は Felo AI（フェロー AI を使用して

LLM として GPT4.1 を選択して、生成 AI 関連技術の

視点でまとめたものである。

　Felo AI（フェロー AI）は、Felo 株式会社（本社：東京）

が 2024 年に開発した会話型 AI 検索エンジンである。

自然言語によるチャット形式での質問に対し、複数の情

報源から情報を収集・要約し、出典付きの回答を生成する。

主な特徴として、多言語対応、高度な AI モデル（GPT-4o、

GPT-4o.1、、Gemini2.5Pro、Claude 4.0Sonnt 等 ）

の選択が挙げられる。加えて、プレゼンテーション資料

の自動生成、学術論文検索、マインドマップ作成、AI エー

ジェントのカスタマイズ、複数 AI モデルの回答比較、文

書検索など多様な機能を有している。

　2025 年時点における生成 AI の進展は、大規模言語

モデルの高性能化とマルチモーダル AI の実用化を基盤

としている。OpenAI、Google 等が開発する数十億～

数兆パラメータ規模のモデルは、多言語対応や長文処理

を実現し、Transformer アーキテクチャを活用した事

前学習や指示調整により高度な生成能力を有する。また、

画像・音声など複数モードを統合的に処理できる技術の

普及は、特許調査分野においても図面解析や多言語検索、

要約自動化など新たな応用を拡大している。

　さらに、検索拡張生成（RAG）やベクトルデータベー

スの導入により、外部知識の統合や意味検索の精度が向

上し、特許調査における専門性や情報鮮度も強化された。

プロンプトエンジニアリングや AI エージェントの高度化

t_ando525@yahoo.co.jp

はじめに1

最近の生成 AI 概要（2025 年版）2
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により、複雑な調査業務の自動化も進展している。加えて、

安全性や説明性の向上、リスク低減策も実務利用拡大の

重要な要素となっている。これら多層的な技術発展は、

特許調査領域において新たな可能性を切り開きつつある。

　このように、2025 年時点の生成 AI は、基盤モデル

の進化とともに、マルチモーダル化、知識統合、検索基

盤の高度化、アウトプット制御・自動化、安全性強化と

いった多層的な技術発展を遂げている。特許調査分野へ

の応用においても、これらの最先端技術が新たな可能性

をもたらしている。

生成AI を活用した検索の利点
　生成 AI を活用した検索技術は、従来のキーワード検

索に比してユーザーの意図や文脈を高度に解釈し、情報

取得の効率化と多様化をもたらす（図 1）。自然言語に

よる直感的検索、文脈理解、マルチモーダル入力対応等

により、従来手法では困難であった複雑な情報収集や創

造的作業も支援可能となった。

  

生成AI を利用した検索の課題

　生成 AI を活用した検索技術は、前述のように多くの

利点をもたらす一方で、さまざまな課題も顕在化してい

る。以下に、主要な課題を整理する。

  

　生成 AI を活用した検索の課題としては、誤回答（ハ

ルシネーション）、バイアス、プライバシーリスク等が

挙げられる（図 2）。ユーザーのリテラシーや技術的・

運用的対策が依然重要となる。

　生成AIを利用したWeb検索事例として、Felo AI（LLM

として GPT4.1 と Gemini 2.5Pro を比較）を使用して

下記①②を求めて、情報抽出結果を比較検討した。

① 生成 AI 関連技術に関する直近 1 年間の重大ニュース

10 選

② 情報検索・特許調査分野における直近 1 年の生成 AI

関連技術の重大ニュース 10 選

  

　図３は、Felo.AI の GPT4.1 が選んだ重大ニュース

10 選である。

生成 AI を活用した
検索の利点と課題3

図 1　生成 AI を活用した検索の利点

図 2　生成 AI を活用した検索の課題

生成 AI の Web 検索事例と検証4

図 3　生成 AI 関連技術に関する重大ニュース 10 選
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　図４は、Felo.AI の Gemini 2.5Pro が選んだ重大

ニュース 10 選である。

  

　図６は、Felo.AI の GPT4.1 が選んだ重大ニュース

10 選である。

  

　図７は、Felo.AI の Gemini 2.5Pro が選んだ重大

ニュース 10 選である。

  

　図８は、GPT4.1 と Gemini 2.5Pro の AI の違いに

よるニュースの選択傾向である。

　両 AI のニュース選択傾向を比較すると、GPT-4.1

はサービス・技術導入や産業実務に即した具体的トピッ

クを、Gemini 2.5Pro は情報検索・特許調査分野全体

の構造変化やリスク・社会的波及を重視するという違い

が明らかである。

　この違いは、両 AI が内包する知識グラフの構造や検

索アルゴリズムの特性、さらには開発元（OpenAI と

Google）のビジネス志向・設計思想をも反映している

と考えられる。

図 6　情報検索・特許調査分野の重大ニュース 10 選

図 7　情報検索・特許調査分野の重大ニュース 10 選

図 8　GPT4.1 と Gemini 2.5Pro の AI の違いによる傾向

図 4　生成 AI 技術に関する重大ニュース 10 選

図 5　G GPT4.1 と Gemini 2.5Pro のニュース選択傾向
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4　図９を ChatGPT4.1 に、前提知識を与えることなく、

読み取り、解釈させて、下記回答を得た。

ChatGPT4.1 の回答

　「画像は「AI フロンティア」を中心に据えた、人工知

能（AI）関連分野の俯瞰マップです。AI 研究・応用の

広がりを可視化し、主要な領域とその下位トピックを体

系的に整理しています。以下、図の全体構成と各領域の

特徴を解説します。

詳細は省略。

　このマップは、現代 AI 研究・開発が単一分野に留ま

らず、** 多様な学問領域・応用領域を横断して進化・

融合している ** こと、また今後も AI フロンティアとし

て新たな価値創造・社会実装・倫理的課題解決に向けて

発展することを示唆しています。

　AI に関わる研究者・実務者にとって、自身の位置づ

けや学際連携のヒントとなる全体俯瞰図といえます。」

画像からも詳細な内容を読み取っていることがわかる。

  

図 10 の読み取り、解釈より下記回答を得た。中間部分

の詳細は省いて、出だしと、総括を示す。

ChatGPT4.1 の回答

　「画像は「生成 AI のハイプ・サイクル（2024 年）」を

示しており、生成 AI 分野における各種技術・概念の期待

度と普及段階を時系列で可視化しています。( 中略 )

総括

　2024 年時点の生成 AI 分野は、多数の要素技術が黎

明期からピーク期に位置しており、** 社会的期待が高い

一方で、今後は実装課題・現実的限界の顕在化を経て、

真の価値創出に向けた「啓発期」「安定期」へと進む過渡

期にあると評価できる。各技術の発展段階や普及速度は

今後の産業変革・社会実装を大きく左右するため、引き

続き技術動向と市場採用の動きを注視する必要がある。」

  

　特に注目すべき技術として、RAG( 検索拡張生成 )、

プロンプト・エンジニアリング、ベクトル DB( ベクト

ルデータベース )、マルチモーダル AI を筆者が選択し

て、特許調査分野への影響と将来展望への言及を求めた。

ChatGPT4.1 へ「生成 AI ハイプ・サイクル」画像デー

タと適切な指示を与えることで、最新のマルチモーダル

AI の実力の一端をうかがい知ることが可能である。た

だし有用な結果を得るためにはプロンプトグ・エンジニ

アリングが重要である。

  

図 9　人工知能学会　日本語 AI マップβ 2.0

図 11　生成 AI 技術の特許調査分野への影響と将来展望

図 10　生成 AI のハイプ・サイクル 2024 年

YEAR BOOK 2O25 235



　図 12 は、特許調査で注目すべきその他の関連技術で

ある。

　近年、Deep Research 型 AI ツールの普及により、

従来型のキーワード検索ツールとは一線を画す構造化レ

ポート生成や情報統合が進展している（図 13）。

 

　 図 13 は、ChatGPT (Deep Research)、Gemini 

Deep Research、Perplexity AI、Grok (DeepSearch)

比較表である。

　Deep Research 各ツールは、情報収集の自動化・

多角化、構造化レポートの自動生成、出典表示や引用の

明示性、専門性対応の幅、ユーザーインターフェースの

先進性など、いずれも従来の単純な AI 検索エンジンと

は格段に進んだ特徴を備えている。

　一方で、対応言語、API 連携の柔軟性、無料利用範囲、

検索範囲の広さ（ウェブ／クローズド DB ／論文対応等）、

出力の信頼性・説明性については各々差異も認められる。

　比較から、Deep Research 型 AI ツールはリサーチ

の自動化・効率化に資する一方、ツールごとに得意分野

や機能特性が分化しつつあることが読み取れる。

　今後の実務利用においては、調査対象・目的・必要な

証拠性レベルに応じた最適ツールの選択、および AI の

出力を批判的に検証する体制構築が一層重要となる。

　従来の Google 検索と比較し、Deep Research 型

AI は文脈解釈に基づく自動分析や要約、出典表示機能

によって調査の効率・網羅性・分析力の向上を実現しつ

つある（図 14）。一方で、AI 出力の妥当性や法的・倫

理的配慮、批判的検証体制の必要性も指摘される。

  

　特許調査領域では、AI による知財分析業務の中心機

能として定着しつつあり、今後は最適なツール選択や品

質管理体制の整備が一層重要となる（図 15）。

　AI 活用型 Deep Research の普及は、特許調査の効率・

網羅性・分析力を飛躍的に高める一方で、調査者には AI

特性を理解したプロンプト設計力・批判的検証力が求め

特許調査向け「Deep Research」
機能比較5

図 13　各種 Deep Research 比較

図 14　従来の Google 検索と Deep Research の比較

図 12　特許調査で注目すべきその他の関連技術

図 15　Deep Research の AI 利用特許調査への影響

236



知
財
情
報
の
高
度
な
情
報
処
理
技
術

4

られる。今後の知財実務では「AI ＋人間」の協働を前提

とした調査プロセス、品質管理体制の整備が不可欠とな

る。AI の高度化により、特許調査は知財戦略の中核的役

割を担う情報分析業務へと進化する可能性が高い。

　主要特許庁（JPO, USPTO, EPO, CNIPA）は、AI

技術を活用した特許調査・審査業務の高度化を進めてい

る（図 16）。

  

　USPTO では、審査業務効率化のため AI ツール導入

が進み（図 17, 18）、先行技術自動検索や審査支援シ

ステムの本格稼働が始まっている。

  

　図 17、図 18 に、USPTO の AI による審査効率化

の推進について示す。

　米国特許商標庁（USPTO）は、近年、AI 技術を活用

した特許・商標審査業務の効率化を積極的に推進してい

る。特に、先行技術文献の自動検索や類似文書探索等の

AI ツールを導入し、2024 年時点で審査官の大多数がこ

れらの支援機能を利用している。さらに、特許出願件数

の増加や複雑化に対応するため、AI を活用した審査プロ

セスの自動化やバックログ削減、知財窃取防止などを目

的とした大規模なシステム拡充計画が進行中である。

　これらの取組により、USPTO は審査業務の質的・

効率的向上を図るとともに、AI 関連発明に対する新た

な審査ガイダンス策定にも注力している。今後も AI の

活用拡大は、米国特許審査の実務や国際的な知財運営戦

略に大きな影響を及ぼすものと予想される。

  

　中国国家知識産権局でも同様に AI の導入による審査

効率・質の向上を目指している（図 19）。

図 16　各国特許庁の AI 利用特許調査・審査の動向

図 17　USPTO の AI による審査効率化の推進について（１）

図 18　USPTO の AI による審査効率化の推進について（２）

各国特許庁の AI 利用動向6

図 19　中国国家知識産権局の AI 活用の現状と目的
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　各国特許庁における AI を利用動向を踏まえた出願人の

とるべきアクションプランのマインドマップを図 20 に

示す。

  

　各国特許庁における AI を利用動向を踏まえた出願人

のアクションプランを図 21、図 22 に示す。

  

　図 23 は、グローバルで加速する特許庁の AI 導入に

適切に対応するため、出願人が取るべき戦略的なアク

ションを整理したものである。

　各国の法的・運用的な違いをふまえ、審査基準の把握、

出願書類の高品質化、AI 調査ツール活用、リスク管理

体制の強化など、実務上重要なポイントを体系的に示し

ている。

　本アクションプランは、AI 時代の知財戦略高度化と

権利化成功率向上のために不可欠な指針となる。

　これらのアクションは、各国特許庁の AI 利用動向に

即した効果的な権利化・リスク管理・知財戦略の実現に

資するものである。

  

　

　また、AI 特許調査ツール提供者にとっても法制度変

化やユーザー要請への対応が求められる（図 24）。

　近年、AI 技術の進展により、商用特許調査ツールは

検索精度や業務効率、ユーザビリティの面で急速な進化

図 20　AI 利用に対する出願人のアクションプラン

図 21　AI 利用に対する出願人のアクションプラン（１）

図 22　AI 利用に対する出願人のアクションプラン（２）

図 23　出願人のアクションプランまとめ

図 24　AI 特許調査ツール提供者のアクションプラン

AI 特許調査ツールの最新動向7
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を遂げている。2025 年時点の動向を俯瞰すると、自

然言語処理や画像認識、生成 AI（LLM）などの先端技

術を活用した機能強化が顕著である。

　まず、自然言語・セマンティック検索の高度化が進み、

発明の意図や文脈を深く理解したうえでの検索が可能と

なった。Derwent Innovation や PatSeer などのツー

ルでは、特許文献の文脈理解を踏まえた高精度な検索機

能が実装されている。また、画像・図面ベースの検索機

能も進展し、IPRally などが図面中心の特許調査を精緻

化している。

　さらに、世界中の特許データベースを横断的に検索で

きる多言語・グローバル対応や、自動翻訳・用語正規化

機能の実装も進み、国際的な知財活動を強力に支援して

いる。生成 AI の応用としては、ChatGPT 等を活用し

た調査結果の要約・レポート自動生成や、PatSnap・

PatentInspiration にみられる特許動向・競合分析の

自動化が注目される。これにより、現場担当者が専門知

識を持たずとも自立的に調査できるノーコード・ユー

ザーフレンドリーな設計が普及しつつある。

　コスト削減・業務効率化の観点では、AI の活用によ

り大幅な時間短縮や調査コストの低減が実現している。

三井化学のような企業事例も報告されている。加えて、

PQAI などオープンソース型や API 連携の拡大も進み、

既存の自社システムとの統合による柔軟な調査環境の構

築が容易になっている。

　代表的な AI 特許調査ツールとしては、Derwent 

Innovation、PatSeer、IPRally、PatSnap、PQAI、

Patentfield、Tokkyo.Ai などが挙げられる。これらの

ツールは、セマンティック検索や画像・競合分析、自動

レポート生成などの多様な機能を備え、国内外で活用が

拡大している。

　商用特許調査ツールは、AI やマルチモーダル技術の

展開とともに、検索精度・業務効率・ユーザー体験の面

で新たな価値を提供しつつある。今後は、生成 AI をは

じめとする技術のさらなる進化と、それに伴う知財戦略・

競合分析等への応用拡大が期待される。

 

　Felo.AI GPT4.1 による AI を利用した特許調査ツー

ルの最新動向のマインドマップを図 25 に示す。

  

　日本における AI を利用した商用特許調査ツールの最

新動向（2025 年）のマインドマップを図 26 に示す。

2025 年現在、日本国内における商用特許調査ツール

は、AI 技術の急速な発展を背景に、調査・分析機能の

高度化および業務効率化が著しく進展している。

　まず、AI エージェントを搭載した新たなプラット

フォームの登場や、生成 AI によるパテントマップおよ

びレポート自動生成機能のリリースが進み、Tokkyo.Ai

のようなツールによりコスト・時間の大幅な削減が実現

されている。さらに、特許調査・分析の自動化・高度化

も進展し、自動判定や情報検出技術の進化によって、調

査業務の省力化と精度向上が同時に達成されつつある。

　また、生成 AI や LLM（大規模言語モデル）の活用範

囲も拡大し、自然言語での検索や要約といったユーザー

フレンドリーな機能が一般化している。これに伴い、非

IT 層の現場担当者への導入も進み、特許業務の裾野が

広がっていることが注目される。加えて、特許の収益化

や戦略立案支援といった経営資産への転換を見据えた

ツール活用も増加傾向にあり、特許を「稼ぐ」視点から

の戦略提案機能が重視されている。

図 26　日本の AI 特許調査ツールの最新動向（2025 年）

図 25　AI を利用した特許調査ツールの最新動向
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　現場では、AI 活用と人材育成の両立が重要視されて

おり、AI による業務支援と人間の専門的判断との協働

体制が今後の知財業務において不可欠であるとの認識が

広がっている。

　代表的な国内 AI 特許調査ツールとしては、Tokkyo.

Ai（明細書自動生成・特許分析）、Patentfield（AI 類

似検索・データ可視化）、AI 孔明™（競合動向可視化）、

各種生成 AI 連携ツール（LLM 活用による調査支援）な

どが挙げられる。

　AI ツールの進化と人間との新たな協働の形が、日本

の知財業務に革新をもたらしつつある。今後は、AI 技

術のさらなる進展とともに、知財戦略の高度化および実

務効率化が一層加速すると考えられる。

　ChatGPT の Deep Research を使用して「AI を活

用した特許調査ツールの動向と将来展望」のレポートを

作成した。84 文献をサーチして 27 ページにまとめた

ものである。

　エグゼクティブサマリーを簡素に要約して以下に示す。

　「AI を活用した特許調査ツール市場は、特許データの

増大や知財戦略の高度化要求を背景に急速な拡大と技術

進化を示している。自然言語処理、機械学習、大規模言

語モデル等の生成 AI は、特許調査・分析・出願書類作

成の効率化と高度化を実現しつつある。一方、データ品

質、AI バイアス、コスト、専門的監督の必要性といっ

た課題も指摘される。日本市場でも導入が進み、今後は

IP ライフサイクル全体への AI 統合や説明可能な AI へ

の関心の高まりが見込まれる。AI 特許ツールは、従来

の人的・労働集約的調査から戦略的意思決定支援への変

革を促すが、AI 固有の課題への慎重な対応と倫理的・

法的配慮も求められている。」

　ChatGPT の Deep Research によるレポート中の

「主要 AI 特許調査ツールの比較概要」を図２７に示す。

　AI 特許調査ツールの選定は、組織の規模、予算、主

な利用目的、必要な機能などを総合的に勘案して行う必

要がある。以下に、主要なグローバルツールと日本市場

で注目されるツールについて、その特徴を比較する。

 

　主要ツールの比較を行った結果、各サービスは自然

言語処理、セマンティック検索、独自 LLM や生成 AI

等の先進機能を搭載し、先行技術調査、無効資料調査、

FTO 分析、技術動向分析、ポートフォリオ管理、出願

書類作成支援など、幅広いユースケースに対応している

ことが分かった。また、対象ユーザー層としては、大企業・

中小企業の知財部門、法律事務所、開発・R\&D 部門

などが中心であり、価格帯やサブスクリプション形態に

も一定の幅が認められる。近年は、独自の AI モデルや

クラウド型・オンプレミス対応など、各ツールの差別化

が進んでいる。

　全体として、AI 特許調査ツールの導入により、調査・

分析の効率化と高度化が期待される一方で、機能、操作

性、コスト、対応範囲等を十分に比較検討する必要があ

ると言える。

　図 28 は、AI を活用した特許調査ツールに組み込ま

れる要素技術を体系的に分類したものである。特許調査

業務を高度化・効率化するための各技術を、主に「文書

解析・検索」「比較・分析・可視化」「情報流通・活用」

「生成・出力」「セキュリティ・基盤」などのカテゴリー

に分けて記載している。

  

図 27　主要 AI 特許調査ツールの比較概要

AI 特許調査ツールの要素技術8
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自然言語処理・大規模言語モデル

　特許文書の解析・生成において、自然言語処理や大規

模言語モデルは、情報抽出や要約、明細書作成支援の基

盤技術となっている。

セマンティック検索・類似文献検索

　文脈や意味に基づく検索技術は、従来手法では発見困

難な関連特許や先行技術の抽出を可能とする。

画像解析・図面認識

　図面や画像情報の AI 解析は、特許文書中の技術内容

の把握や画像類似検索を高度化している。

AI 自動分類・クラスタリング

　大量特許データの効率的整理や技術領域ごとの分析

に、AI 自動分類・クラスタリング技術が活用されている。

自動要約・評価・分析支援

　AI による要約・評価機能は、調査・分析業務の効率

化と戦略的判断支援に寄与している。

　以上のように、AI 特許調査ツールは、NLP/LLM を

中心に多様な AI 技術を組み合わせることで、従来型調

査の限界を克服し、知的財産戦略の高度化に大きく寄与

している。

　図 29 は、AI 技術を活用した特許調査ツールの開発

および実運用に際して考慮すべき主要なリスクおよび注

意事項を体系的に整理したものである。特に特許調査の

業務特性や知的財産の法的側面を踏まえたリスク管理の

必要性に着目し、以下の観点に分類して解説している。

  

①法的リスク・責任の明確化

　AI による特許調査ツールでは、検索結果や自動生成

される比較表・要約等が、直接的に特許権侵害の有無や

新規性・進歩性の判断に影響を及ぼす。そのため、AI

の出力結果に依拠した判断が誤っていた場合の法的責任

の所在や、最終判断を行うべきは人間であるという業務

分担の明確化が重要である。また、ツールが自動で提示

する情報や見解が誤っていた場合にユーザーや第三者に

損害が生じた場合の責任範囲（免責条項等）の設計が求

められる。

②説明責任と信頼性の確保

　AI を用いた調査ツールは、その判断過程やロジックが

「ブラックボックス化」しやすいという課題を内包してい

る。特許調査の実務では、なぜその調査結果となったのか、

根拠となる情報源や AI の推論プロセスを説明可能な形で

可視化する「説明可能性（Explainability）」が不可欠で

ある。信頼性の低い出力や、論拠不明な AI 回答は業務リ

スクを高めるため、出典表示や根拠提示、複数モデルに

よるクロスチェック等の仕組みが重要となる。

③データ品質とバイアスの管理

　AI モデルは学習データや教師データの品質に大きく

依存する。特許調査では分野横断的な情報や専門用語を

多数扱うため、学習データの網羅性や正確性、偏りの排

除がツール性能を左右する。バイアス（AI が持つ隠れ

た偏り）が調査結果に混入すると、重大な見落としや誤

判断の温床となり得る。定期的な評価・検証、及びユー

ザーからのフィードバック反映が必須である。

④プライバシー・情報セキュリティ対策

　企業の特許調査では、公開前の発明情報や企業戦略

等、機微な情報を扱う場合も多い。AI ツール開発時には、

情報の機密性保持やアクセス権限管理、データの暗号化、

図 28　AI 特許調査ツールの要素技術

AI 特許調査ツール開発・
利用時の注意点9

図 29　AI 特許調査ツール開発・利用時の注意点
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第三者への情報漏洩リスクへの対策が欠かせない。また

クラウド利用時には外部データベースとの連携・共有範

囲にも留意し、利用規約や運用ポリシーの整備が求めら

れる。

⑤ユーザー教育・運用ガイドラインの整備

　AI ツールは、その強力さゆえに「過信」に陥るリス

クもある。出力結果の妥当性をユーザー自身が批判的に

吟味し、必要に応じて再調査や専門家レビューを行う運

用フローが不可欠である。ユーザー向けの教育プログラ

ムや、ツールの使い方・注意点を明示したガイドライン

整備が、正しい運用の前提となる。

　結論として、AI 特許調査ツールの開発・利用にあたっ

ては、「法的責任の明確化」「説明責任」「データ品質管

理」「情報セキュリティ」「ユーザー教育」等、技術面と

運用面の両輪から多角的なリスクマネジメントが求めら

れる。これらの留意点を体系的に管理・運用することで、

AI 活用による業務効率化と調査品質の両立が初めて実

現されると考えられる。

　本稿では、2025 年現在の生成 AI（Generative AI）

技術の進化と、これが特許調査分野にもたらす影響につ

いて、最新の技術動向と実例を交えて検討した。大規模

言語モデル（LLM）やマルチモーダル AI の台頭により、

従来は専門家の知識や手作業に大きく依存していた特許

調査業務は、検索・解析・分析・レポート生成といった

各工程で高度な自動化・効率化が進展している。検索拡

張生成（RAG）、ベクトルデータベース、プロンプトエ

ンジニアリング、AI エージェント等の技術は、情報取

得の柔軟性・多様性・迅速性を飛躍的に高め、知的業務

の質的変革を促している。

　一方で、生成 AI の活用は多くの新たな課題も顕在化

させている。具体的には、AI による誤回答（ハルシネー

ション）、出力根拠の説明責任、学習データのバイアス、

セキュリティやプライバシーの確保、そして法的・倫理

的責任の所在などである。また、ユーザー自身が AI 出

力の真偽や妥当性を検証するための情報リテラシーや運

用ガイドラインの整備も不可欠となっている。

　Deep Research 型 AI ツールの登場によって、特許

調査や情報検索の現場では、従来のキーワード検索に比

して、はるかに高度な分析・洞察が短時間で得られる一

方、その出力の正確性や法的リスク、現場実務者のプロ

ンプト設計・批判的検証能力が新たな品質管理課題と

なっている。さらに、世界の主要特許庁では AI を活用

した審査業務の効率化や審査基準の整備が急速に進めら

れており、出願人・ツール開発者双方にグローバル対応

とリスク管理、知財戦略の再構築が求められている。

　今後の展望としては、AI 技術のさらなる進化と社会

実装の加速、説明可能な AI（XAI）へのニーズの高まり、

AI ＋人間協働型の新しい知的業務フローの確立が予想

される。AI 特許調査ツールは、検索精度や業務効率、ユー

ザー体験の面で新たな価値を創出しつつある一方で、リ

スクと限界を認識した上での慎重な導入・運用が肝要で

ある。AI 活用による知財実務の質的転換を最大限に引

き出すためには、関係者による継続的な学習と、運用上

のリスクマネジメント、グローバルな基準やベストプラ

クティスの共有が不可欠である。

　AI の進化は特許調査のみならず、知財業務全体に構

造的な変革をもたらしつつある。今後は、人間の専門性

と AI の拡張的能力をいかに有機的に組み合わせるかが、

組織の知的競争力と持続的成長の鍵となるであろう。

　本報告は 2024 年度の「アジア特許情報研究会」の

ワーキングの一環として報告するものである。

研究会のメンバーの皆様には様々な協力をしていただき

ました。ここに改めて感謝申し上げます。
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